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１１ 研究の概要（※ 項目全体を１０枚以内で作成）

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要

【研究プロジェクトの目的・意義】

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の深刻な被害を踏まえて、早稲田大学では、

被災地の復興研究と世界の災害研究を新たな重要研究テーマと考え、戦略的に取り組んで

いる。その一環として、早稲田大学では、「東日本大震災復興研究拠点･複合災害研究所」を

設立した。この研究所は、社会環境工学（土木工学）とその周辺関連分野を融合することで、

災害研究を学際的な視点から遂行していくことを目的としている。

一方、将来起こりうる複合災害の発生機構の複雑さと対応の困難さを考えると、同研究所

を基礎として、各研究分野の壁を越えた研究者間の連携を促進し、融合分野の形成を加速

するための更なる仕組みが必要である。そこで本事業では、災害研究を様々な分野から推

進している研究者群が早稲田大学・創造理工学部内で結集し、これまでに各研究者がカナ

ダ、イギリス、イラン、インドネシア、ベトナム、タイ、スリランカ、タンザニア、ブータンなどの災

害研究者と共に築きあげた国際ネットワークと結合する。各研究者が、１）構造物の減災、２）

複合災害への対処の 2 つのテーマを中心に国際共同研究を推進することで、早稲田大学を

災害研究の国際的な拠点にすることが、本事業の目的である。
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【計画の概要】

災害研究を世界的な枠組みで行う、新たな国際研究拠点を早稲田大学を中心として形成

することが計画の最終目標である。地震や津波単体ではなく「複合災害」に対応し、個々の災

害研究分野を融合した研究拠点を形成するため、必要な各分野の研究者を学内・国内・海外

で集めた。

各分野の研究者との研究基盤形成のため、①世界各地の複合災害の被災実態に関する

情報の集積と分析、②台風・高潮・高波、津波などの数値予測モデルの精緻化と高度化、③

イラン、イギリス、カナダなどの海外研究者との共同による水理実験、④数値予測モデルの

現地化とそれに基づく高度化の 4 つのカテゴリーについて並行して研究を進めた。さらに、複

合災害への検討を行うために下記の共同研究に着手した。⑤原子力災害への対応として、

除染による廃棄物の中間貯蔵施設の雨水対策、⑥津波漂流物の発生・処理に関するハード

面とソフト面の検討、⑦火山噴火後の火山灰沈降予測と社会インフラへの影響の除去、であ

る。②の具体的な数値モデルには、津波の伝播・陸上氾濫モデルの高度化モデル、気象・高

潮・高波数値モデルの温暖化後条件への拡張モデル、流体解析に基づき津波が構造物に与

える外力を算出する Large Eddy Simulation (LES) モデル、マルチエージェント法を用いた避

難者の行動シミュレーションなどがある。これらを実測や実験結果との比較を通じて精緻化

し、その予測推定の精度を高めることが、②の内容である。③の例としては、平面津波造波

設備、二次元造波水路を用いて津波による漂流物挙動を対象とした実験などがある。国際

的には、④の数値モデルの現地化と高度化を行うとともに、それぞれの国での災害研究を共

同で進めた。

工程としては、初年度は、これまでに早大で開発を進めてきた津波、高潮、高波などの沿

岸災害の数値予測モデルや現地調査資料の集積と整備を行うとともに、平面津波造波装置

をはじめとした実験設備の整備を行った。2 年度以降は、初年度に整備した数値予測モデ

ル、現地調査資料、実験設備を用いて、構造物被災機構と複合災害機構を分析し、減災技

術開発のための基盤とした。さらにこれらを統合して、国際的に共有できる計算プログラムと

した。一方で海外研究者との共同研究を進め、早大が開発したプログラムの現地化、国際化

を図ることによって、研究基盤の国際展開を図った。また、現地化を通して、プログラムの高

度化も目指した。

各研究項目の実施に加え、研究基盤の国際化を図るため、2 年度に早大大隈講堂（小講

堂）において、海外共同研究者を含めた国際ワークショップを開催し、今後の研究方針や共

同研究内容について議論した。また、最終年度にも、同講堂にて、研究成果を統合する国際

ワークショップを開催し、研究ネットワークの恒久化を図った。

（２）研究組織

研究組織は早稲田大学・創造理工学部の 3 学科（社会環境工学科、環境資源学科、建築

学科）、国内 4 大学、海外 13 大学で構成され、国際的な研究基盤の形成に適した組織であ

る。研究代表者は、全体的な統括と被災機構の解明を担当した。参加研究者は全 37 名であ

り、各研究者の役割分担は、項目 10 に示した通りである。研究の連携は、定期的なミーティ

ングと電子メールで行い、海外研究者とは必要に応じてスカイプミーティングも実施した。この

他に研究支援体制の一つとして、複合災害研究会を組織して、民間企業、地方自治体とも連

携を図った。この研究会には建設会社の技術研究所、コンサルタント会社、行政の技術者な

ど約 30 名が参加している。

（３）研究施設・設備等

新しい平面津波造波設備を制作し、津波を中心に新しい水理実験を行った。また、既存の
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二次元造波水路を全面改修し、造波能力、流れの安定性などを高めた。これらの水槽、水路

は通年で稼働しており、新たな水理実験データを取得している。特に、カナダ、イラン、イギリ

スの研究グループとはこれらの実験設備を使って共同で研究を実施した。その他、火山災害

の研究のために富士山太郎坊の拠点に火山性ガス検出設備を設置し、気象災害のデータを

集積するために早稲田大学西早稲田キャンパスに観測装置を設置した。

（４）研究成果の概要 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。

地震・津波による構造物被災の減災技術、複合災害機構の解明と減災対応の 2 つのテー

マについて多くの研究成果を得た。特に、津波・高潮被害の実態把握とそれに伴う新たな対

策技術の開発に成果があった。これまでに早大で開発を進めてきた津波、高潮、高波などの

沿岸災害の数値予測モデルや東北津波をはじめとする現地調査資料の集積と整備を行うと

ともに、平面津波造波装置をはじめとした実験設備の整備を行った。そして、数値予測モデ

ル、現地調査資料、実験設備を用いて、構造物被災機構と複合災害機構を分析し、減災技

術開発のための基礎とした。さらにこれらを統合して、国際的に共有できるプログラムとしつ

つある。一方で海外研究者との共同研究が進み、早大が開発したプログラムの国際化、現地

化を図ることによって、研究基盤の国際展開を図った。

研究期間を通じて合計 79 編の論文が査読付き学術誌に掲載され、合計 115 件の発表を

国内・国際会議にて行った。学術誌に掲載された論文の内、45 編の論文は国際学術誌への

掲載であり、国際的な共同研究が着実に実行されたことを示している。また、第 3 年度の

2015 年 7 月には、本研究の成果を踏まえて Handbook of Coastal Disaster Mitigation for

Engineers and Planners（765p. Editors: Esteban, M., Takagi, H., Shibayama,T.）を世界最大手の

出版社であるElsevier社から刊行した。この本は早大および本事業の分担研究者がこれまで

に実施した沿岸災害研究を網羅したものである。これらの成果が示すように、本事業を通じ

て、複合災害の分野（社会環境工学）では世界にもまれに見る強力な国際共同研究グルー

プを形成することに成功した。この結果は、早稲田大学の QS 世界大学ランキング分野別

(Civil and Structural Engineering)にも反映されており、以前は 200 位圏外であったが、2015

年、2016 年、2017 年に 150-200 位として連続して記載され、2018 年には更に 100 位-150 位

と順位を上げることができた。

＜優れた成果が上がった点＞

１）世界各地の複合災害被害の調査については早大内（早稲田大学複合災害研究所が中

心）に於いて、これまで多くのデータを取得している。これらのデータを集積整理し、ウェッブ

上で公表した （http://www.f.waseda.jp/shibayama/disaster.html）。加えて、世界各地で地

震、津波、高潮、火山噴火など新たな自然災害が発生した際には、複合災害に関するデータ

をいち早く取得するため、早大が展開した研究者ネットワークを活用し直ちに調査を実施し

た。例えば、2013 年台風ヨランダ高潮（フィリピン）、2014 年御嶽山噴火、2014 年温帯低気圧

による根室での高潮調査がそれにあたる。これら調査の結果、フィリピンの場合、高潮高さは

レイテ湾の最奥部沿岸の広範な地域で 5m を超えており、高潮高さが概ね 3m を超えている

地点で家屋の流失等の大きな被害が生じていたことが分かった*1。フィリピンの災害は、強風

による被害と強風に伴う急速な変動をもつ高潮が海岸線から数百 m の局所的な範囲に被害

をもたらした点が特徴であった*2。また、根室の場合には、根室市街地の地形的特性、風向き

の変化と根室湾と根室半島の相対的位置関係などの条件が高潮被害をもたらしたことが明

らかになった*3。

災害発生要因分析の一環として、スリランカ南西部海岸観光地を対象とした津波災害に関

する意識に関しても研究を進めた。スリランカのヒッカドゥワ、ゴール、ウェリガマ、マータラは

海岸観光地として、国内外の観光客が多く訪れる地域である。一方、これらの地域は、インド
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洋大津波災害の被災地であるが、ホテルやお土産物店などは元の場所に再建されている。

更に、被災後 10 年以上が経過し、被災経験が薄れているのは否めない。今後、当該地域を

津波災害に対して安全な地域としていくためには、想定される津波を科学的に検証していくこ

とに加え、各種施策の基礎となる来訪者、住民の津波に関する意識を知る事が必要である

が、そのような研究が行われていない。インタビューやアンケート調査を通じ、当該地域への

来訪者、サービス業従事者、住民を対象に、津波被災の経験、津波に関する知識・意識等を

明らかにした*4。

このほか、2016 年には甚大な地震被害を受けたイタリア中部における調査を実施した。こ

の調査により、住民の地域に対するアイデンティティを守るためには早期の原状復帰とは異

なった災害からの復興理念が有ることを再発見した*5。また、この調査により、被災地の一つ

であるカメリーノ市にあるカメリーノ大学との研究連携が始まっている。

２）早大内で開発した数値予測モデルの汎用化および国際化（現地化）を目指して整備を行っ

た。早大内で開発を進めてきた津波、高潮、高波などの数値予測モデルは高度な能力を有し

ているが、これまでは複数の研究者間で共同使用されることは少なかった。そのため、初年

度にこれら沿岸災害予測のプログラムに加えて、複合災害に関する予測プログラムを集め、

汎用的に使用できるように整備を進めた。これらのモデルのうち、気象・高潮・波浪統合モデ

ルは、複数の数値モデルを接続したモデルであり、最終的に台風時に発生する高潮、高波を

総合的に再現・予測することができる。第 3年度の 2015 年 8月には、同モデルに習熟した博

士課程学生がイギリス・西ロンドン大学に出張し、数値モデルの使用方法を先方大学の博士

課程学生に伝授した。一方で第 2年度の 2014 年 9月よりエストニアのタルト大学から交換留

学で来ていた修士課程学生にこの手法を教え、北大西洋及びバルト海に適用した。この学生

の帰国（2015 年 9 月）後にタルト大学で高潮による複合災害の研究が新たに開始された。こ

の成果は、第 4 年度の 2016 年 7 月の国際海岸工学会議（ICCE）で当該留学生により発表さ

れ*6、最終年度には国際学術誌に掲載された*7。なお、この学生は最終年度の2017年 9月に

早稲田大学大学院博士課程に入学し、エストニアへの最新の研究の普及を図っている。さら

に、最終年度の 6 月～9 月にはイラン・KNT 工科大学の博士課程学生が研究代表者の研究

室に滞在し、ペルシャ湾の高潮について解析を行った。津波解析モデルについては、チリ・コ

ンセプシオンカトリック大学の分担研究者・Dr. Rafael Aranguiz がチリ沿岸域の津波解析に適

用した*8。

３）高潮の数値予測モデルの精緻化・高度化と、温暖化後の気候状況における高潮の強化

について検討した。数値予測モデルの精緻化・高度化はほぼ完了し、同モデルを用いての温

暖化後の変動予測も結果を得ることができた*9。モデルの精緻化は、収集した 2007 年にバン

グラデシュに来襲したシドル高潮、2008 年にミャンマーに来襲したナルギス高潮のデータの

分析、整理、計算値との比較を通じて行った。同数値モデルは気象モデル、波浪モデル、高

潮モデル、潮汐モデルを組み合わせたもので、この統合は高度な計算過程を踏まえて実施

する必要があるため、難しい作業である。また、同数値モデルを用いて、温暖化後の高潮強

化に関しても検討した。例えば、RCP 8.5 シナリオの全球大気循環モデル(GCM)の出力結果

から構築した疑似温暖化気象場を用いて、台風・高潮強度を支配する大気・海洋物理場を特

定し、その影響を評価した。その結果、気温(AAT)の上昇は台風・高潮の強度に負の影響を

与えることが分かった。また、海水面温度(SST)が高く、AAT が低い大気・海洋物理環境場

は、台風・高潮を最も強大化させる潜在的可能性を持つことが明らかになった。また、相対湿

度（RH）の変動が与える影響はSSTや AATの場合と比較して、相対的に小さいことが示され

た*9。
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４）津波の数値予測モデルおよび避難行動予測モデルの精緻化・高度化にも取り組んだ。津

波の数値予測モデルについては、地震動による湾湖のスロッシング現象を再現できるよう三

次元数値流体解析ツール OpenFOAM を用いた数値モデルを開発した。この成果は、第 4 年

度に国内学術誌に掲載された*10。開発モデルは国際化を図るため、チリ・コンセプシオンカト

リック大学の分担研究者・Dr. Rafael Aranguiz と共同し、メキシコで発生した湾内地震津波の

再現計算に適用した。この成果については、国際学術誌への投稿を現在準備中である。避

難行動予測モデルは、津波の避難意識・行動に関する質問紙調査の結果を分析し、それを

モデル化することで、精緻化した。また、土地勘のない一時来訪者の行動についても、東京

大学の分担研究者・Dr. Miguel Estebanが実施した現地調査結果などをもとに、モデルの中で

表現できるようにした。これらの成果は、国内学術誌、国際学術誌に掲載された*11。

５）新しい平面津波造波設備と改修した二次元造波水路を用いて、数多くの水理実験を行っ

た。例えば、東北津波で明らかになった「孤立波ではなく、１０分以上にわたって継続する越

流と段波」に注目して、3 次元的な津波挙動を含めて再現する実験を開始した。この時、数値

モデルを用いた流体解析も並行して実施し、津波が構造物に与える外力を算出した*12。ま

た、海岸堤防を越流する津波に対して防潮林が与える影響を水理実験により検討した。その

結果、防潮林の存在により堤防背後に流下する津波が射流から常流へと変化することが分

かった。同実験では、堤防裏法尻部における流速が4割低減され、また堤防裏法肩部に作用

する負圧が低減される結果を得た。このことから、堤防背後に防潮林を有することで堤防周

囲に生じる津波の挙動が変化し、越流する津波による堤防への被害を軽減し得ることが明ら

かとなった*13。

６）開発した実験設備は研究計画通り、数多くの国際共同実験にも使用した。イラン・KNT 工

科大学からは、第 2 年度に分担研究者のDr. Mohsen Soltanpour が、第 3年度と第 4年度に

は同大学博士課程学生が、実験設備を用いてペルシャ湾の防災に関連する実験を行った
*14。イギリス・西ロンドン大学からは、分担研究者の Dr. Ravindra Jayaratne が初年度、第 2

年度、第 3 年度に津波堤防の破堤機構に関連する実験を平面津波設備を用いて行った*15。

カナダ・オタワ大学からは、分担研究者のProf. Ioan Nistorが第2年度と最終年度に、同大学

博士課程学生が第4年度および最終年度に、津波漂流物の発生や対策に関する実験を行っ

た*16。ベトナム・ホーチミン工科大学からは、分担研究者の Dr. Ngyuen Danh Thao が第 4 年

度に津波による防波堤の破壊機構に関する実験を二次元水槽を用いて行った。これらの共

同実験の成果は、国際学術誌および国際会議にて世界に幅広く発信した。このほか、ドイツ・

ライプニッツ大学の Dr. Nils Goseberg とも第 3 年度に共同実験を行うなど、実験設備の整備

により、研究ネットワークの更なる拡大にもつなげることができた。

７）液状化による二次災害、火山噴火、火山灰の降下に伴う河川災害など複合災害の構成

要素と復興プロセスについて既存のデータを収集し、それらをパーツとした解析用ツールとし

て発展・総合化する方法を協議し、国内の既存ツールを海外研究者に発信する準備を行っ

た。その際、神奈川県の富士山噴火に伴う火山灰の堆積を例として、神奈川県庁との情報交

換を行った。また、メソスケール化学輸送モデル WRF-Chem を用いて噴火後迅速に火山灰

の降灰範囲を予測する、速報型の予測手法を考案した*17。速報型の予測手法とは、噴火後

24 時間以内に必要な情報を収集し、それを入力とした数値計算を行うことで、噴火の翌日か

ら数日間の降灰範囲の予測を行う手法である。この手法を用いて噴火後の降灰範囲を予測

することで、土木技術者が迅速に降灰への対策を講じることが可能となる。災害事例の分析

については、主に 1707年宝永富士山噴火と2014年御嶽山噴火を対象とした。事例分析した

結果は開発した数値モデルの精度検証に主に用いた。また、数値モデルの高性能化と新燃
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岳周辺の火山灰の降下状況を解明するため、2017 年 10 月 13 日に新燃岳東側に位置する

宮崎県西諸県郡高原町において現地調査を実施した。

加えて、相模トラフの地震（元禄関東地震、1703）と富士山の噴火（宝永、1707）に着目し、

地震動、津波、噴火、また酒匂川水系での洪水による災害を検討した。WRF-Chem を用いて

火山灰の降灰範囲を解析し、解析結果を ArcGIS により分析した。その結果、富士山噴火が

再発生した場合には、酒匂川に降り積もる火山灰の量は、条件が悪く・降下量が多いと仮定

したシナリオでは、約 717万トンになることが分かった。これは、神奈川県における１年間のご

みの総排出量の 2 倍以上、全国での１年間のごみの総排出量の１割以上にあたる。

８）富士山の宝永火口直下にあたる御殿場口・太郎坊（1284m）において大河内グループが

通年で大気化学観測を行うとともに、毎年夏季（7月と 8月）には富士山頂で大気化学観測を

行っている。この経験を踏まえて、火山ガスのうちSO2とH2Sに特化した屋外通年観測可能な

小型・軽量・高時間分解・低価格の火山ガス無人連続観測システムを構築した。火山ガスの

主成分は H2O、CO2であるが、バックグランド濃度が高いことから噴煙中濃度が低いと有意な

変動をとらえることが難しく、SO2/H2S 比で有意な変動が検出されることが報告されている。

山体からの拡散放出や火口・噴気孔から噴煙が上がる初期段階では低濃度であるため、従

来の自動連続観測機では検知することは困難であり、火山ガスの早期検出には ppb レベル

の検出が必要である。このため、SO2と H2S の現地調査を行い、テレメーターシステムと組み

合わせて富士山—早大理工キャンパス間でデータ送受信を試みた*18。

９) 東北津波に伴い発生した原子力発電所事故に由来する放射性セシウム等汚染土壌の処

理・処分および災害廃棄物について、複合的な災害という観点から、土木工学・地盤工学を

援用した研究を進めた。優れた成果として、福島県内の道路維持管理における放射性セシウ

ム汚染土砂の取り扱い技術を開発する（本成果は，平成 26 年度地盤工学会地盤環境賞：受

賞タイトル「道路維持管理における放射性物質で汚染された発生土砂の土壌洗浄技術によ

る処理・減容化に関する取組み」を受賞）とともに、引き続き進めなければならない除染廃棄

物の中間貯蔵施設建設に資する技術的知見を得た*19。また、土の放射線遮蔽機能を定量評

価し、福島第一原子力発電所の原子炉内に充填できる放射線遮蔽と遮水の両性能を有する

超重泥水の開発と同発電所構内の作業や中間貯蔵施設に用いることのできる遮蔽機能覆

土材の仕様設計法の提案を行った*20。そのほか、砂地盤の地震時の液状化対策のための

薬液注入技術*21と降雨に起因する斜面安定解析*22に関する研究を実施した。

１０）原子力災害に伴う森林除染を目指して、住民生活を密接に関わる里山における放射性

セシウムの動態解明、プルシアンブルー磁性ナノ粒子（PB-MNP）を用いた環境調和型技術

の検討も行った。PB-MNP による落葉からの放射性セシウム回収実験を行ったところ、室内

実験により72時間で約30％の除染が行えることを明らかにした。各種災害において、有害物

質が自然界へ漏れ出した場合、地下では浸透水と類似の挙動をとることが考えられる。それ

らの対策を立案するためには、層中での不飽和浸透流の挙動を非破壊で精度よく解明する

ことが重要となる。このような背景のもと、室内および Field 実験を実施し、比抵抗モニタリン

グに基づく探査手法およびその解析法を確立した*23。なお、Field 実験は、セシウムで汚染さ

れた廃棄物が埋め立てられている最終処分場で実施した。

１１）東北津波から 5年が経過した 2016 年 10 月 6日から 8日に早稲田大学大学院生，学部

4 年生を中心として、合同東北調査を行った。研究代表者の研究室の学生だけでなく、研究

分担者の研究室の学生も参加することで、土木工学の総合的な見地から東北地方の復興状

況を検討することが目的であった。三陸のリアス式海岸と仙台平野の低平地を対象として、



（様式 2）

法人番号 131100

プロジェクト番号 S1311028

土木構造、水工学、地域計画など多様な専門をもつ学生を動員して、多角的な調査を行っ

た。学生はそれぞれの専門分野を活かし、構造物や社会基盤施設の被害調査、避難計画の

在り方などさまざまな視点から調査した。調査は、学生を複数のグループに分けて行い、各

グループの調査項目は以下である。

 沿岸構造物の復興状況

 塩竃市における避難行動および復旧状況について

 海水浴場および貞山運河の復興状況

 鉄道及び防波堤に関する調査

 東北地方の橋梁の被害状況報告

 東北地方沿岸域における復興状況

 東北地方太平洋沖地震における地盤の被害とその復旧状況について

 防潮堤および橋梁の復興状況

調 査 で 得 ら れ た 成 果 は 、 報 告 書 と し て ウ ェ ッ ブ サ イ ト 上 で 公 開 し て い る

（http://www.f.waseda.jp/shibayama/disaster/2011tohoku.html 内, 2016 年度報告書）。

１２）第 2年度の 2014年 9月 16日から 18日までには、海外研究者18人が早稲田大学に集

合し、シンポジウムを行った。その際、早大側の集積した情報を海外研究者に伝達するととも

に、各国の災害、減災対策技術について集積した情報をそれぞれの研究者が公開し、早大

が開発したどのような技術が各国にとって有効であるかについての議論を深めた。また、今

後の連携研究の進め方を議論し、いくつかの論点を抽出した。例えばその中には、地震に伴

う側方流動による原油・危険物の溢流と移流拡散の予測の必要性が含まれていた。この他

にも、太平洋を取り巻く諸外国の沿岸部では、液状化に伴う二次災害の経験や知見が注目さ

れることなく放置されている可能性があるとの指摘があった。これらを調査し、防護策を講じ

ることはアジアの臨海都市を抱える国々の経済・物流活動を護り、各都市の人的・物的被害

の軽減および早期復旧の助けとなる。シンポジウム以降、海外研究者は検討に必要となる既

存データや資料の収集、さらに日本国内から伝達された技術の自国での適用性について検

討を開始した。

１３）最終年度の 2017 年 9月 12 日から 13 日までにも、海外研究者が早稲田大学に集合し、

まとめの国際シンポジウムを開催した。まとめの国際シンポジウムには 17 か国から 30 人ほ

どの研究者分担者たちが参加した。第 2 年度に課題としてあがった点を含め、各国における

研究成果が各海外研究者から報告され、研究成果の照合とまとめの討論を行った。各研究

者がまとめた成果は、ひとつの冊子にまとめ、シンポジウム参加者（一般参加者を含む）に配

布した。なお、シンポジウムの開催状況については既にウェッブサイトにまとめてある

（http://www.f.waseda.jp/shibayama/saigaikiban/saigaikiban.html）。

9月14日から15日には、東北地方津波被災地に海外研究者ともに復興状況の視察を行っ

た。同視察においては、日本の津波対策技術の自国への応用などについて議論を行った。

＜課題となった点＞

研究体制の規模が大きいため、それぞれの研究状況の把握が困難であった。特に各教授

は多忙を極めるため、合宿形式の研究会に予定を合わせて全員が参集し、情報を共有する

ことは難しかった。そこで計3回実施した早稲田大学セミナーハウス（2013年川奈、2014年軽

井沢、2015年鴨川）における2泊3日の研究会に、各研究室の大学院生を招集し、互いの研
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究内容の紹介と今後の方針について討論を行った。この研究会には外国人分担研究者

（2014 年、オタワ大学 Prof. Nistor）や多数の留学生も参加したため、研究会は英語を使用言

語として開催した。4 年度には、この研究会を東北被災地で行うことで、復興状況の確認も行

った。

＜自己評価の実施結果と対応状況＞

研究グループ間で、研究成果や問題点などを定期的に議論することで、自己評価を行っ

た。また、研究代表者が各分担研究者と密に連絡を取り合い、研究の進捗や問題について

常に注意深く評価する体制をとっていた。加えて、研究項目の選定や予算配分に関する決定

をする際は、最終決定は研究代表者が責任をもって行ったが、前もって複数の研究者と相談

するように心がけ、決定事項や得られた成果については電子メール、研究会、ウェッブサイト

などを通じて全て迅速に公開するように心がけた。このようにすることで、関係者がプロジェク

トの実施状況を常に自己評価できる環境を作っていた。

研究を実施する前に、研究代表者と担当者が研究の意義や実行可能性について入念に

議論を行い、予算配分を決定するようにしていたため、実施したほとんどの研究で国際学術

誌に掲載される成果を得ることができた（前述したように、国際学術誌に掲載されるか掲載が

決定した論文だけで 45編であり、本事業が土木工学分野であることを踏まえれば、極めて満

足な成果が得られたと考えている）。実際に研究グループの中で成果について振り返った際

に、否定的な意見・評価はなかったことからも、研究項目の選定、それぞれへの予算配分は

適切であり、費用対効果の高い研究プロジェクトになったと自己評価している。ただし、共同

研究の進め方については、研究グループ間で評価を実施した際に、改善すべき点に関する

指摘が何度か挙げられた。例えば、海外分担研究者からは、グループの共通言語として英

語を使用するべきとの指摘を受けた（これまでは日本語が中心で、海外研究者が広範な研究

内容を理解するのに時間を要していた）。これを受けて、必要な連絡事項や、留学生・海外分

担研究者が参加する研究会は全て英語で行うこととし、研究室合同のゼミ合宿でも、すべて

の発表を英語で行うようにした。このように日常から英語を使用するよう研究グループを指揮

したことで、共同研究活動がより円滑になり、2013年～2015年は国際学術誌への採択数が5

編程度/年であったのが、2016 年・2017 年には 15 編程度/年の採択数に繋がった。また、海

外分担研究者が早稲田大学で共同実験を行う際の宿泊手続きについて、改善が必要との意

見があがった。本事業では、海外分担研究者と共同実験を行う場合は、半年以上前から実

験準備や議論を開始し、海外研究者の滞在期間も来日する半年程度前には決まっているこ

とがほとんどであった。一方で、早稲田大学内の宿泊設備の予約は 2 カ月前からの受付で、

長期滞在の研究者が多い場合には、2 カ月前では宿泊設備の予約が埋まっている可能性が

あった。事務手続きの容易さ、費用、研究活動の円滑さ、などを考慮すれば大学内の宿泊設

備を使用すべきなのは明白であるから、研究代表者が期間を前倒しして予約できるよう大学

事務に問い合わせを行ったが、この点については改善することができなかった。

このように、定期的に研究内容・進捗などについて自己評価を行い、その結果を研究遂行

に生かしてきた。

＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞

第3年度に中間報告書を外部の評価者に送り、評価書を受領している（意見書の内容は、

１５「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応、に記載した）。そこで指摘さ

れた事項を4年度、5年度の研究に生かしてきた。例えば、指摘事項の「広い分野への展開」

に関しては、主に複合災害の分野の研究にこれまで以上に力を注ぐことで対応した。また、
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「人材育成」に関しては、参加大学の大学院生を活動の中に取り組むことで対応した。

＜研究期間終了後の展望＞

本研究で作り上げた研究基盤は、2018 年 4 月に発足した早稲田大学理工学術院総合研

究所・重点研究領域・持続的未来社会研究所（所長・柴山知也）で引き続き活用していくこと

とした。

＜研究成果の副次的効果＞

得られた研究成果は、実社会への適用に向けて進行している。例えば、津波漂流物の発生

メカニズムや対策に関する成果は、アメリカ土木学会が発刊を予定している新しい津波ガイド

ラインに掲載されるよう準備を進めている。

１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。）

（１） 複合災害 （２） 津波 （３） 火山噴火

（４） 防災・減災 （５） 高潮 （６）

（７） （８）

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。）

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。
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る研究, pp.46-53, 2015.9.

107)宮津裕次・曽田五月也（2015）：外付け式層間変形制御装置に関する研究, pp.66-73, 2015.9.

108)曽田五月也・氏家章宏(2015)：建築物の地震応答最大変形のエネルギー授受に基づく予測,

pp.74-85, 2015.9.

109)松丸亮（2015）：スリランカにおけるコミュニティ防災活動の継続性とコミュニティの特性に関する

考察－JICAプロジェクト実施コミュニティにおける分析―，国際開発学会第26回全国大会，新潟

大学. *4

110)眞子岳・松丸亮（2015）：2015 年ネパール地震３か月後の被災者の生活状況－被災者の水使用

に着目して－，国際開発学会第 26 回全国大会，新潟大学．

111)安積恭子・小野潔・秋山充良(2015)：径厚比パラメータが比較的大きい円形断面鋼製橋脚の耐

震性能評価法，鋼構造年次論文集，第 23 巻，pp.612-615.（優秀発表表彰）.

112)藤原明・柴山知也（2014）：津波の陸上氾濫の数値解析と粘り強い防潮堤の考察，平成 26 年度

日本沿岸域学会，東海大学．

113)大塚和・柴山知也（2013）：地下鉄駅における氾濫水伝播の数値予測，平成 25 年度日本沿岸域

学会，大阪市立大学．

114)山口秀明・柴山知也（2013）：GIS を用いた東京湾への放射性物質量の流出解析，平成 25 年度

日本沿岸域学会，大阪市立大学．
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115)中村亮太・柴山知也・大平幸一郎・大山剛弘（2013）：気象-高潮-波浪-潮汐統合モデルを用い

た地球温暖化後の東京湾と駿河湾の高潮の評価，平成 25 年度日本沿岸域学会，大阪市立大

学．

＜研究成果の公開状況＞（上記以外）

これまでに行った災害調査については、下記のウェッブサイトにまとめ、一般公開してい

る。http://www.f.waseda.jp/shibayama/disaster.html

第 2 年度に実施した国際シンポジウム、最終年度に実施したまとめの国際シンポジウム、

さらに定期的に開催した複合災害研究会（建設会社の技術研究所、建設コンサルタントの技

術者・研究者など 30 名余りによるセミナー・勉強会）の実施状況については、下記のウェッブ

サイトにまとめ、一般公開している。

http://www.f.waseda.jp/shibayama/saigaikiban/saigaikiban.html

また、2 回にわたる国際シンポジウムでの発表資料は冊子の形でまとめ、シンポジウム参

加者（一般参加者を含む）に配布した。

１４ その他の研究成果等

本研究の実績を踏まえて、平成 30年度より五洋建設株式会社および東洋建設株式会社と

それぞれ、防災に関する共同研究を始めた。

また、研究期間中に国際共同制作のテレビ番組（フランスのテレビ局が主に制作、日本は

NHK が参加）の取材を受け、2015 年に東京沿岸部の災害脆弱性について本プロジェクトの

研究成果が紹介された。①「FLOOD A Global Menace for Coastal Megacities」（フランスとの

国際共同制作）NHK ワールド 11 月 29 日（日） 8:10（ＪＳＴ）他 は、フランス始め各国のテレビ

局で放送された。②また、日本人向けにＮＨＫで再編集したバージョンが放送された（BS1 ス

ペシャル「大水害 メガシティを襲う高潮・洪水の脅威」（フランスとの国際共同制作）NHK BS1

12 月 5 日（土）19:00～20:50）。

加えて、本研究の成果を踏まえて、早稲田大学では、Tsunamis and Storm Surges – An 

Introduction of Coastal Disasters : Lessons from the 2011 Japan Tsunami （英語配信仮題、

邦題：沿岸災害、津波と高潮 —2011 東北津波の教訓）と題した、全 6 回の公開オンライン講

座を 2016 年 1月中旬より、世界に向けて配信した。この講座は、大規模公開オンライン講座

（MOOC：Massive Open Online Course)の提供機関である edX（米国ハーバード大学とMITが

創設）を利用することによって、世界中の大学生や高校生を含むあらゆる年代の学習者に向

けて配信した。講座の内容は、本研究の成果を用いて、2011 年東北地方太平洋沖地震津

波、2004年インド洋津波などの津波災害、2013年フィリピン国Haiyan高潮災害などを科学的

に分析し、工学的対応方法を紹介して減災への意識を高めるほか、世界の若者へ沿岸災害

研究の現在を紹介している。このプログラムは好評のため、2017年12月から改訂版として再

び開講した。東北津波の復興のプロセスを新たに講義内容に加え（特に、最終年度に海外分

担研究者と行った東北被災地視察調査の結果を組み込んだ）、現在（平成 30 年 5 月）も

Self-Paced のプログラムとして開講中である。
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１５ 「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応

＜「選定時」に付された留意事項＞

外部評価体制を整えた方が良い。また、研究の統括、情報の共有等には注意されたい。

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞

外部専門家に研究の進捗状況についてのレポートを送付し、評価を依頼した。その結果、

以下の意見書を頂いている。この意見にできるだけ沿って研究を進めた。また、全体を研究

代表者が注意深く統括していて、情報は研究会、研究合宿、ウェッブ上で共有されている。

研究進捗状況への意見書

外部専門家（１）

職名　 ○大学・教授

氏名　 ○○

評価内容

（5：優れている 4：どちらかと言えば優れている 3：普通 2：どちらかと言えば劣っている

1： 劣っている）

① 研究の目的、内容は社会の必要とするものであるか 評点 [ 5 ]

本研究プロジェクトは 「東日本大震災の深刻な被害を踏まえて，被災地の復興と世界的な

災害研究を行う新たな災害研究の分野を立ち上げ」 「複合災害への対応を考えると，融合

分野を形成していくための仕組み作り」 を目的としており，この仕組みと研究成果は正に日

本の社会が求めているものである．これに向け，社会基盤工学分野の様々な専門家がプロ

ジェクトに参画し，巨大災害により生じる複合的な困難に対処を分析するための合理的な体

制が用意されている．

② 5 年間継続する研究は 3 年目までは順調に進んでいるか 評点 [ 5 ]

先の大津波と関連する研究は，海岸工学的な観点から相当に進捗している．プロジェクト研

究は個々の研究発表の積み重ねを成果とすることが多いが，プロジェクト全体の成果を俯瞰

することが難しい．この点については，本プロジェクの研究成果を概観できる ‘Handbook of

Coastal Disaster Mitigation for Engineers and Planners’ をすでに編纂した点は高く評価でき

る．また，複合災害に関する分析（相模トラフ地震，富士山噴火）にも着手しており，今後プロ

ジェクトを継続して完遂することが相応しい．

③ 残り 2 年の研究期間において注意を要する点、改善点、重点的に取り組むべき点

④ 総評、今後の取り組みに期待したい研究項目、その他

ここまで，海岸工学分野の研究が特段に進展していると思える．他分野の研究も同等の完成

度に到達することができれば，プロジェクト全体のバランスが一層良くなると思われる．引き

続き，当初の研究目的に沿って研究基盤を形成し，その成果を広く社会に還元する方向で努

力されることを望む．

外部専門家（２）

職名　○大学・教授

氏名　○○
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評価内容

（5：優れている 4：どちらかと言えば優れている 3：普通 2：どちらかと言えば劣っている

1： 劣っている）

① 研究の目的、内容は社会の必要とするものであるか 評点 [ 5 ]

コメント： 本研究プロジェクトの目的である，分野横断的な災害研究拠点の形成およびその

活動の国際展開については，我が国の震災後の復興および今後の複合的な災害に対する

備えの観点から重要である．また加えて，我が国の防災への取り組みを，海外，特に防災レ

ベルの低い発展途上国に研究者レベルで展開することは非常に時宜を得た重要なテーマで

ある．

② 5 年間継続する研究は 3 年目までは順調に進んでいるか 評点 [ 5 ]

コメント： 3 年間の研究成果としては十分な数の研究論文の発表を行っており，また研究成

果の発信や様々な研究ツールの開発・還元を実施している点は高く評価できる．その他，国

内研究者の連携強化とともに，国際シンポジウムの開催，外国人研究員の招聘，国際的なメ

ディアへのアウトリーチなども積極的に行っており，ここまで順調に研究が進められていると

評価できる．

③ 残り 2 年の研究期間において注意を要する点、改善点、重点的に取り組むべき点

コメント： 3 年間の取り組みでは，沿岸災害を中心として多くの成果を上げている．今後は研

究テーマとして掲げている「構造物の減災」と「複合災害への対処」について，研究プロジェク

トに参加している数多くの研究者の幅広い専門分野（構造物，地盤，計画など）を生かした成

果に期待したい．災害研究の国際拠点の形成の観点からも，より広い分野での展開が望ま

しい．

④ 総評、今後の取り組みに期待したい研究項目、その他

コメント： 防災研究の国際展開については，単に本研究プロジェクトの成果を還元するだけ

でなく，人材育成を中心とする各国での自律的な防災研究を支援するための取り組みについ

ても，ぜひ検討いただきたい．

＜「中間評価時」に付された留意事項＞

中間評価での留意事項はなかった。
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１６ 施設・装置・設備・研究費の支出状況（実績概要） （千円）

科研費、民間財団 等

131100

科研費、民間財団 等

科研費、民間財団 等

科研費、民間財団 等

科研費、民間財団 等

内 訳

備 考

戦略的基盤形成支援事業

科研費、民間財団 等22,903 25,074

57,000 64,000 0

0

21,000

568,460

589,460

0

0

125,453

0

0

0

0

108,841

0

0

0

91,920

0

133,313

0 00 0

151,896 183,251

50,000 50,000 0 133,313 151,896 183,251

7,000 14,000

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

10,000 10,000 32,770 19,519 53,164

13,145 36,26210,000 10,000 22,513

34,066 32,48110,000 10,000 22,294

62,263 36,27010,000 10,000 35,874

19,862

0

7,000 14,000

154,407

0

0

0

21,000

87,839

0

平
成
2
9
年
度

研究費

平
成
2
8
年
度

設 備

装 置

設 備

装 置

研究費

研究費

装 置

施 設

設 備

総 計

総

額

研究費

設 備

研究費

平
成
2
5
年
度

施 設

装 置

装 置

施 設

施 設

装 置

平
成
2
7
年
度

施 設

法人番号

寄付金 その他（科研費）
受託

研究等

プロジェクト番号 S1311028

10,000 10,000

設 備

平
成
2
6
年
度

共同研
究機関
負担

年度・区分

研究費

支出額 法 人
負 担

私 学
助 成

設 備

施 設
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１７ 施設・装置・設備の整備状況 （私学助成を受けたものはすべて記載してください。）
（千円）

58号館屋上 なし
創造理工学部研究室 なし
水工実験室、構造実験室 なし
喜久井町キャンパス研究棟 なし

※ 私学助成による補助事業として行った新増築により、整備前と比較して増加した面積
㎡

（千円）

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ

１８ 研究費の支出状況 （千円）
平成 年度

学会発表、国際シンポジウム、海外調査等
シンポジウム事務局運営委託、講演者謝金等
会合費等

補助主体

積 算 内 訳

私学助成

補助主体

28,904

ア ル バ イ ト 関 係 支 出

28,904

0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

ハイパフォーマンスPC、電磁流速計等

研 究 ス タ ッ フ 関 係 支 出

ポスト・ドクター

計

計

12,424

ハイパフォーマンスPC、電磁流速計等12,424

研究補助者 28,904

12,424

時給1300円，年間時間数788時間、3人等

113,061

会合費等 32,216

26,964
シンポジウム事務局運営委託、講演者謝金等

海外との連絡等 1,703

学会発表、国際シンポジウム、海外調査等

22,183

3,251
26,964

9,002

主 な 内 容

教 育 研 究 経 費 支 出

実験器具等
PC等

支 出 額

実験器具等
PC等

14,000KGW-WC0053-E01 1 4500平面津波造波設備 H25 21,000

130㎡
350㎡
220㎡
200㎡

《施 設》 （私学助成を受けていないものも含め、使用している施設をすべて記載してください。）

補助金額整備年度

《装置・設備》 （私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）

研究施設面積

（研究装置）

研究室等数 使用者数

稼働時間数装置・設備の名称 台 数型 番 事業経費 補助金額

事業経費施 設 の 名 称

計

（情報処理関係設備）

図 書

リサーチ・アシスタント

雑費・賃借料・会合費等

報酬・委託料
32,216

シンポジウム資料等

小 科 目
主 な 使 途

消 耗 品 費
9,002

シンポジウム資料等
1,703 海外との連絡等

金 額

17,742

研究支援推進経費

17,742

用品費

3,251

教育研究用機器備品

人件費支出
（兼務職員）

教育研究経費支出

印刷製本費
旅費交通費

22,183

26

（研究設備）

整備年度

計

通信運搬費

年 度
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（千円）
平成 年度

（千円）
平成 年度

年 度 27

小 科 目 支 出 額
積 算 内 訳

主 な 使 途 金 額 主 な 内 容

教 育 研 究 経 費 支 出

消 耗 品 費 17,536 ソフトウェア、書籍等 17,536 ソフトウェア、書籍等

用品費 5,374 PC等 5,374 PC等

通信運搬費 788 郵送料等 788 郵送料等

印刷製本費 1,499 研究会の資料等 1,499 研究会の資料等

旅費交通費 19,465 調査旅費等 19,465 調査旅費等

報酬・委託料 15,406 翻訳、情報収集等 15,406 翻訳、情報収集等

雑費・賃借料・会合費等 21,988 学会参加料等 21,988 学会参加料等

計 82,056

ア ル バ イ ト 関 係 支 出

人件費支出 15,370 研究補助者 15,370 時給1200円，年間時間数680時間、1人等
（兼務職員）

教育研究経費支出
計 15,370

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 11,122 PIV Laser、テレメータシステム一式等 11,122 PIV Laser、テレメータシステム一式等

図 書
計 11,122

研 究 ス タ ッ フ 関 係 支 出

リサーチ・アシスタント

ポスト・ドクター

研究支援推進経費

計 0

年 度 28

小 科 目 支 出 額
積 算 内 訳

主 な 使 途 金 額 主 な 内 容

教 育 研 究 経 費 支 出

消 耗 品 費 22,570 実験器具等 22,570 実験器具等

用品費 4,860 PC、ソフトウェア等 4,860 PC、ソフトウェア等

通信運搬費 1,045 海外との連絡等 1,045 海外との連絡等

印刷製本費 814 研究会の資料等 814 研究会の資料等

旅費交通費 21,094 現地調査、学会発表、招聘旅費等 21,094 現地調査、学会発表、招聘旅費等

報酬・委託料 13,925 研究会の実施・運営等 13,925 研究会の実施・運営等

雑費・賃借料・会合費等 16,415 国際シンポジウム関連等 16,415 国際シンポジウム関連等

計 80,723

ア ル バ イ ト 関 係 支 出

人件費支出 5,259 研究補助者 5,259 時給1800円，年間1,100時間、32人等
（兼務職員）

教育研究経費支出
計 5,259

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 4,539 三次元水理6分力計等 4,539 三次元水理6分力計等

図 書
計 4,539

研 究 ス タ ッ フ 関 係 支 出

リサーチ・アシスタント

ポスト・ドクター 645 研究員 645 研究員

研究支援推進経費

計 645 645



（様式2）

131100法人番号

（千円）
平成 年度年 度 29

小 科 目 支 出 額
積 算 内 訳

主 な 使 途 金 額 主 な 内 容

教 育 研 究 経 費 支 出

消 耗 品 費 30,266 実験器具等 30,266 実験器具等

用品費 3,357 PC、ソフトウェア等 3,357 PC、ソフトウェア等

通信運搬費 685 海外との連絡等 685 海外との連絡等

印刷製本費 1,141 研究会の資料等 1,141 研究会の資料等

旅費交通費 30,284 現地調査、学会発表、招聘旅費等 30,284 現地調査、学会発表、招聘旅費等

報酬・委託料 10,138 研究会の実施・運営等 10,138 研究会の実施・運営等

雑費・賃借料・会合費等 39,632 国際シンポジウム関連等 39,632 国際シンポジウム関連等

計 115,503

ア ル バ イ ト 関 係 支 出

人件費支出 6,376 研究補助者 6,376 時給1200円，年間165時間、1人等
（兼務職員）

教育研究経費支出
計 6,376

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 2,819 容量式波高計等 2,819 容量式波高計等

図 書
計 2,819

研究支援推進経費

研 究 ス タ ッ フ 関 係 支 出

リサーチ・アシスタント

計 0

ポスト・ドクター


